
                   

 

 

平成３０年４月２７日 

総 務 局 

 

都内避難者アンケート（第７回）の調査結果について（概要） 

 

都では、都内に避難されている方々を対象に平成 24年２月以来、７回目となるアンケート

調査を実施し、下記の通りその結果を取りまとめました。 

記 

 

アンケート調査の実施概要 

 

（１）調査目的 

避難生活が長期化している中、都内に避難されている方々の現在の状況及びこれか

らの生活のご意向を把握し、今後の支援策の参考にするため 

 

（２）調査方法 

郵送によるアンケート調査 

 

（３）調査時期 

平成３０年２月２日～平成３０年２月２８日 

 

（４）調査対象 

東日本大震災により、都内に避難されている 1,655世帯の世帯主（※） 

※世帯主が元の住居にとどまっている等の場合には、現在都内に避難している方の 

代表者。[参考 前年調査：2,021世帯] 

 

（５）調査内容 

避難状況、世帯主の就業状況、避難者に対する支援策、今後の生活についての調査 

 

（６）回答数 

600件(回答率：36.3％) 

[参考 前年調査：837件(回答率：41.4％)] 

 

 

 

 

  

【問い合わせ先】 

総務局復興支援対策部都内避難者支援課 

電話 ０３－５３８８－２３８４ 



                   

 

 

都内避難者アンケート（第７回）調査結果のポイント 
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18.4% 

51.7% 

29歳以下 

30～39歳 

40～49歳 

50～59歳 

60歳以上 

4.1% 

8.2% 

6.3% 

1.3% 

80.1% 

41.7% 

28.2% 

7.9% 

8.3% 

13.9% 

正規雇用 

非正規雇用 

自営等 

無職 

(求職中) 

無職 
52.3% 

14.2% 

23.4% 

5.9% 

4.2% 

39.6% 

9.9% 

34.8% 

8.1% 

7.6% 

応急仮設 

(公営) 

応急仮設 

(民賃) 

自己負担 

による住宅 

親類・ 

知人宅 

その他 

○ 震災から６年が経過し、多くの避難者が都内に生活の拠点を移していることなどによ

り、都内で定住を考えている方の比率が大きい。（前年と同様の傾向） 

○ 全体の傾向に大きな変化はなく、住まい、生活資金など多様な悩みを抱え、今後の生活

再建を考えるうえで多くの情報を必要とし、様々な支援が必要とされている。 

○ 世帯代表者の年齢が 60歳以上の世帯が過半数を占める。また、単身世帯、２人世帯の

割合が高い。 
 

○ 応急仮設住宅にお住いの世帯の割合が減少し、自己負担による住宅（購入・賃貸等）に

お住まいの世帯の割合が増加している。 
 

○ 世帯主が 60歳以上の世帯では、無職の世帯が多い。 

ご自身及び世帯について （Ｑ１） 

世帯代表者の年齢 世帯人数 

住宅の状況 就業の状況(世帯代表者年齢区分別) 

ご自身及び世帯について （Ｑ１） 

○ 震災から７年が経過し、多くの避難者が都内に生活の拠点を移していることなどによ

り、都内で定住を考えている方の比率が大きい。（前年と同様の傾向） 
 

○ 応急仮設住宅にお住まいの方が減少し、住まいに関する悩みも減少傾向だが、生活資金、

健康や福祉など多様な悩みを抱え、様々な支援が必要とされている。 

調査結果のポイント 調査結果のポイント 

 

 

平成 29年（n=814） 

平成 30年（n=590） 

 

 

平成 29年（n=795） 

平成 30年（n=578） 

（単数回答） 

（単数回答） （単数回答 n=594） 

（単数回答） 

 

 

59 歳以下（n=252） 

60 歳以上（n=317） 

1人 

35.4% 

2人 

32.7% 

3人 

16.5% 

4人 

10.4% 

5人以上 

5.1% 



                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 地元県内に戻りたいと考えている方（帰還）の比率が引き続き微増したものの、都内に

定住を考えている方（定住）の比率が６割超と最も多い。（前回と同様） 

今後の居住先について （Ｑ２） 

○「生活資金のこと」が１番多く、昨年最も多かった「住まいのこと」を上回ったが、い

ずれも昨年より減少。３番目は「健康や福祉のこと」（前回と同様） 

現在の生活で困っていること、不安なこと （Ｑ12） 

○ 「住宅に関する支援」が１番多いが昨年より減少、次いで「健康や福祉に関する支援」

が多く昨年より増加 

今後期待する支援策 （Ｑ21） 

52.0% 

38.2% 

32.3% 

19.9% 

16.4% 

47.1% 

45.4% 

31.9% 

21.7% 

15.8% 

住宅に関する支援 

健康や福祉に関する支援 

生活資金に関する支援 

イベントへの招待 

就職に関する支援 

○ 「都内の住まいに関する情報」が１番多いが昨年より減少 

ご自身にとって有益な情報 （Ｑ16 

41.0% 

34.8% 

39.6% 

26.2% 

25.8% 

38.3% 

35.9% 

34.4% 

26.4% 

21.3% 

都内の住まいに関する情報 

健康や福祉情報 

東電の賠償情報 

地元の復興状況 

地元の放射線や除染情報 

今後の居住先について （Ｑ２） 

現在の生活で困っていること、不安なこと （Ｑ６） 

ご自身にとって有益な情報 （Ｑ８） 

今後期待する支援策 （Ｑ11） 

移 住 

定 住 

帰 還 

 

 

平成 29年（n=747） 

 平成 30年（n=535） 

平成 29年（n=733） 

平成 30年（n=526） 

（単数回答） 

（複数回答） 

（複数回答） 

（複数回答） 

59.3% 

36.0% 
23.7% 25.2% 26.0% 28.8% 32.9% 

37.2% 

61.2% 
66.6% 63.3% 62.9% 62.3% 61.8% 

3.5% 2.9% 9.7% 11.5% 11.1% 8.9% 5.3% 

24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年(今回) 

650世帯 719世帯 993世帯 903世帯 896世帯 1,316世帯 432世帯（n） 

45.2% 
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26.4% 

16.4% 

生活資金のこと 

住まいのこと 

健康や福祉のこと 

避難生活の先行きが不明 

特に困っていることはない  

 

平成 29年（n=794） 

平成 30年（n=560） 

 

 




